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○港区市街地再開発事業等補助金交付要綱 

昭和６３年２月１５日 

６２港都都第４６７号 

（目的） 

第１条 この要綱は、市街地再開発事業等を施行する者又は施行しようとする者（以下「施

行者等」という。）に対し、当該事業に要する費用の一部を補助することにより、土地の

合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るとともに、市街地環境の整備及び良好

な市街地住宅の供給を促進し、併せて美しい街並みと快適な生活空間の形成を図り、もっ

て区民が住みつづけられる街の実現に資することを目的とする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、次に掲げるものとする。 

（１） 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第２条に定める第一種市街地再開発事

業のうち、「社会資本整備総合交付金交付要綱について（平成２２年３月２６日付け国

官会第２３１７号国土交通事務次官通知）」別添の社会資本整備総合交付金交付要綱（以

下「社会資本整備総合交付金交付要綱」という。）に規定する交付対象事業に適合する

もの 

（２） 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和５０

年法律第６７号）第２条第５号及び社会資本整備総合交付金交付要綱に定める地域住宅

計画に基づく事業又は住宅市街地総合整備事業のうち都心共同住宅供給事業において、

東京都都心共同住宅供給事業実施要領（平成８年２月２７日７住開都第２４７６号）に

より都知事の認定を受けたもの 

（３） 社会資本整備総合交付金交付要綱に定める地域住宅計画に基づく事業又は優良建

築物等整備事業に規定する優良再開発型優良建築物等整備事業のうち、共同化タイプ若

しくはマンション建替タイプに該当するもの 

２ 前項の規定にかかわらず、第１号に掲げる事業のうち、国又は東京都が別に定める補助

制度により区が経費の一部に補助を受けるものについては、区長は、国又は東京都と協議

し、補助の対象とするかについて判断するものとする。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象者は、次に掲げる事業の施行者等とする。 

（１） 第一種市街地再開発事業を施行する個人施行者、市街地再開発組合、再開発会社、

地方住宅供給公社、特定建築者又は施行地区となるべき区域の宅地について所有権又は

借地権を有する者の３分の２以上の者が参加している市街地再開発事業準備組織 

（２） 都心共同住宅供給事業を施行する地方住宅供給公社及び民間事業者等 
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（３） 優良建築物等整備事業を施行する地方住宅供給公社及び民間事業者等 

（補助金の額及び算出方法） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額以内とし、

当該年度の予算の範囲内とする。 

（１） 第一種市街地再開発事業 社会資本整備総合交付金交付要綱に定める額 

（２） 都心共同住宅供給事業及び優良建築物等整備事業 社会資本整備総合交付金交付

要綱及び東京都都市居住再生促進事業補助金交付要綱（平成１６年３月３１日１５住地

密第２６１号）に定める額 

２ 前項の補助金の額の算出方法は、同項各号に規定する要綱に定めるところによる。 

３ 前項の規定にかかわらず、国又は東京都が補助金の額の算出方法を別に定める場合は、

当該算出方法によるものとする。 

（協議） 

第５条 施行者等は、補助対象事業の内容等について区長と協議しなければならない。 

（施行者等の義務） 

第６条 施行者等は、補助金の目的に従い、善良な管理者の注意をもって補助対象事業を遂

行しなければならない。 

（勧告等） 

第７条 区長は、補助対象事業の適切な執行を図るため施行者等に対し、必要に応じて勧告、

助言又は指導を行うことができる。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

付 則 

この要綱は、昭和６３年３月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 東京都港区優良再開発建築物整備促進事業補助金交付要綱（昭和６３年１１月１日６３

港都都第３１４号）は、廃止する。 

３ この要綱の施行の際、現に施行している事業については、この要綱で施行したものとみ

なす。 

付 則 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 
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２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成１０年４月８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成１７年２月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 都市・地域再生緊急促進事業の補助対象等について（平成２１年１月２７日付国土交通

省国都まち第８５号、国都市第３６７号、国住備第１０７号、国住街第２０２号、国住市

第３２５号。以下「都市・地域再生緊急促進事業通知」という。）第２の一に規定する事

業にあっては、補助金の額に都市・地域再生緊急促進事業通知に基づき算出した額を加え

るものとする。 

３ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

１ この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 
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２ この要綱の施行の際、現に施行している補助対象事業については、この要綱で施行した

ものとみなす。 

付 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


